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・総合的な地区単位開発計画  
・準備されたマウルに限って地区を指定  成功モデルの創出

(選択と集中)

• 鎮安郡独自の事業(2008年導入) 
• 毎年30のマウル選定、マウルあたり郡費250万ウオン支援(2011) 
• 小規模マウル景観整備の共同訓練　　　

グリーンビレッジ事業（第 1段階）

• 鎮安郡独自事業(行政安全部指針、2007年導入) 
• 毎年10のマウル選定、マウルあたり郡費1千万ウオン支援  
• 中規模マウルの景観整備および小規模の所得事業の推進 

本当に暮らしやすいマウルづくり（第2段階）

• 鎮安郡独自事業(2001年導入) 
• 毎年約4カ所地区の指定、マウルあたり約４千万ウオン支援 
• マウルコンサルティングと結合し、教育と訓練中心の所得事業の推進 

一番マウルづくり（第3段階）

• 毎年３カ所前後指定、マウルあたり約２億ウオン支援 
• 外部のコンサルタント機関による小規模マウル基盤施設の確保小規模国費事業（第4段階）

中 大 規 模 国 費 事 業 （ 第 5 段 階 ）

自治体の自主的判断

まちづくり大学	
（年Ⅰ回）

住民リーダー教育	
（随時実施）

住民力量の強化を基盤に段階的に発展

鎮安郡約３００マウル(行政里)
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